
教育訓練の実施状況

企業調査や従業員調査をみると, oFF-JTや計画的oJTの実施率につ
いては,全体的に低下傾向にある.
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資料出所ニ
.昭和54年のデ-タ 労働省T事業内数育訓練実施状況及ぴ費用に閤する調査j
l昭和58年-平成10年のデ-タ 労働省r民間致育訓績実態調査J
.平成12年度のデ-タ 労働省委託r能力開発基本調査報告書Jく日本労働研究機構1
.平成13年度-J14年度のデ-タ厚生労働省委託r能力開発基本調査報告書JくEl本労働研究機構等I
.平成15年度のデ-タ 厚生労働省委託r能力開発基本調査報告書Jく三井情報開発く株,総合研究所コ
l平成16年度のデ-タ厚生労働省委託r能力開発基本調査報告書Jく日本統計センタ-1

注J.r民問教育訓練実態調査Jの調査対象rL 30人以上の常用労働者を雇用する事業所D
- r能力関発基本調査報告書Jの調査対象は.従業員規模30人以上の企集


